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公営住宅への入居に際しての保証人の取扱いについて

保証人の取扱いについては、「公営住宅への入居に際しての取扱いについて」（平

成30年３月30日付国住備第503号通知）において保証人の確保を入居の前提とす

ることから転換すべきとしており、住宅に困窮する低額所得者に住宅を提供する

といった公営住宅の目的を踏まえると、保証人の確保が困難であることを理由に

入居できないといった事態が生じないようにしていくことが必要であると考えて

います。

つきましては、下記の点に留意の上、保証人の取扱いについて検討を行ってい

ただくようお願いいたします。

なお、貴管内の事業主体（政令市を除く。）に対してもこの旨周知されるよう

お願いいたします。

記

１．公営住宅への入居に係る保証人の取扱いについては、その確保を入居の前提

とすることから転換すべきところですが、本年４月からの改正民法の施行に伴

い、保証人を要する場合には極度額の設定が必要となりますので、入居希望者

への十分な周知が必要と考えられます。保証人の要否について未検討の事業主

体においては、早急に検討を行っていただきますようお願いいたします。

２．当面、引き続き保証人の確保を入居の要件とする事業主体においても、通知

の趣旨を十分踏まえ、入居希望者の努力にもかかわらず保証人が見つからない

場合には、保証人の免除を行う、緊急連絡先の登録をもって入居を認めるなど、

住宅困窮者の居住の安定の観点から特段の配慮をお願いいたします。

特に、災害により住宅を失った者が災害公営住宅に入居する場合においては、

円滑な入居による被災者の居住の安定を図るためにも、保証人の確保を求めな

いなど、入居者の事情に配慮した丁寧な対応をお願いいたします。


